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プラスチック汚染に関する条約交渉の
これまでの動きと今後の見通し

２０２４年７月

経済産業省
GXグループ

資源循環経済課

本資料のウェブサイトへの無断転載はお控え下さい。



海洋環境への影響海岸に漂着したプラスチックごみ

＠静岡県富士市

ビニールを咥えたウミガメ

＜出典＞静岡県ＨＰ、国際連合ＨＰ

「海洋プラスチックごみ問題」という社会課題

✓ 世界のプラスチック廃棄物は20年前の2倍に
廃棄物の2／3は、製品寿命の短いものに由来（容器包装、消費財、テキスタイル）

✓ リサイクルされているのは９％（多くは焼却または埋め立て）

✓ 不適切な廃棄物管理が環境流出の主因
＜OECDプラスチックアウトルック（2022）＞

✓ 「2050年には海洋プラごみが魚の量を上回る」との予測
＜世界経済フォーラム（2016年）＞（現状のペースでプラスチックごみが増え続けた場合）
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（参考）世界のプラスチックのライフサイクル
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出所：OECD（2022）Global Plastics Outlook Economic Drivers, Environmental Impacts and Policy Optionsより作成

◆ 世界のプラスチックの年間生産量は2019年に460Mtに達し、廃棄量は353Mtとなっている。そのうちリサイクルされたものは
9%、焼却処分は19%、埋立は50%、残りの22%（82Mt）は環境中に流出している。

◆ 環境中に流出した82Mtのうち、5.8Mtは河川・湖沼へ、0.3Mtは海洋へ流出している。1970年-2019年までの蓄積量として、
河川・湖沼が109Mt、海洋が30Mtと推計されている。
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（参考）海洋プラスチックごみの流出量（国別）
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◼海洋プラスチックの最大の排出国はフィリピン、インド、マレーシア、中国、インドネシア、ベトナムなどアジ

ア諸国が続くが、南米ブラジルも上位（2019）

・・・

出所：Meijer et al. (2021). More than 1000 rivers account for 80% of global riverine plastic emissions into the ocean. Science Advances.

https://advances.sciencemag.org/content/7/18/eaaz5803

https://advances.sciencemag.org/content/7/18/eaaz5803


（参考）海洋プラスチックごみの漏出量
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◼Jambeckらの2015年の論文によると、2010年時点で海洋プラスチックの漏出量が最も多い国は、

中国、インドネシア、フィリピン、ベトナム、スリランカと続く。2025年にも上位国にはアジアが多い

出所：Jenna R. Jambeck et. al. (2015) Plastic waste inputs from land into the ocean, Science 347, 768 (2015) DOI: 10.1126/science.1260352 

*Top 20 countries ranked by mass of mismanaged plastic waste in 2010 and 2025, with
percent increase in coastal population from 2010 to 2025. MMT, million metric tons



●2015年6月にドイツ・エルマウで開催されたG7サミットで、海洋ごみ、特にプラスチックごみが世界的課題であることが

首脳レベルで初めて提起され、行動計画策定に合意。

●2019年Ｇ20大阪サミットで、2050年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロにまで削減することを

目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン（OBOV）」を共有。全世界での実現に向け、G20以外の国々にも広くビ

ジョン共有を働きかけ（現時点で、87の国と地域が共有）。また、対策の実施枠組みにも合意。

●2022年3月、国連環境総会において、「プラスチック汚染を終わらせる」ことを目的として、法的拘束力のある国際文

書（条約）策定のための政府間交渉委員会（INC）設置、2024年末までに作業を終える野心に合意。

プラ汚染条約交渉（INC）開始に至る経緯
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国連環境総会
(UNEA; United Nations Environment Assembly)
➢ 2012年の国連持続可能な開発会議（リオ＋20）で、

UNEP強化の一環として、全国連加盟国参加の総
会を、2年に一度、ケニア・ナイロビで開催すること

に合意。閣僚宣言や決議を通じ、環境に関する政
府間行動を促進。第1回会合を2014年6月に開催。

G7独ｴﾙﾏｳｻﾐｯﾄ
2015年6月

G７加
ｼｬﾙﾙﾎﾟﾜｻﾐｯﾄ
2018年6月

海洋ごみ問題
対処行動計画

＊海洋プラごみ問
題をG7で初提起

海洋プラ憲章
＊含期限付数値目標
＊日米不参加

UNEA5.2
2022年3月

INC
(政府間

交渉委員会)
設置に合意

(条約交渉開始）

多くの国が
参加する
国際約束
の合意

2024年

海ごみとプラ
汚染閣僚会合
2021年9月
国際約束に

向けた閣僚宣言

G20
大阪サミット
2019年6月
OBOV共有
実施枠組み

UNEA※1
2014年6月

海洋プラごみとマ
イクロプラの問題
に関する決議採択

UNEA3
2017年12月
海洋ごみ,ﾏｲｸﾛﾌﾟﾗ

専門家会合
（AHEG）設置

※AHEGは2020年
12月まで計4回開催

➢ プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際約
束を作るための政府間交渉委員会の設立を決定。

➢  政府間交渉委員会は 2022 年後半から開始し、2024 
年までに作業を完了することを目指す。

➢ その他、国際約束の内容や、INCで検討すべき事項
に合意。



＜出典＞プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況
一般社団法人 プラスチック循環利用協会 2022年

製品別プラスチックの使用、排出内訳
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＜出典＞プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況
一般社団法人 プラスチック循環利用協会 2022年



G20大阪ブルー・オーシャン・ビジョンと実施枠組

流出の多くが新興国・途上国とも言われていることから、

これらの国々を含む世界全体で取り組むことが重要。

→Ｇ20での「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」、

「G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組」の共有

大阪ブルー・オーシャン・ビジョン

・G20首脳が、共通のグローバルなビジョンとして共有
・他国や国際機関等にもビジョンの共有を呼びかけ（2021年4月現在、86の国と地域が共有）

「社会にとってのプラスチックの重要な役割を認識しつつ、改善された廃棄物管理及び革新的な解決策に
よって、管理を誤ったプラスチックごみの流出を減らすことを含む、包括的なライフサイクルアプローチを
通じて、2050年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロにまで削減することを目指す。」

G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組

・G20持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合で採択

(1)G20各国は、以下の自主的取組を実施し、効果的な対策と成果を共有・更新することを
通じた相互学習を行う
①適正な廃棄物管理、②海洋プラスチックごみ回収、
③革新的な解決策（イノベーション）の展開、④各国の能力強化のための国際協力など

(2)G20各国は、協調して、①国際協力の推進、②イノベーションの推進、③科学的知見の共
有、④多様な関係者の関与と意識向上等を実施するとともに、G20以外にも展開

・上記を、 G20首脳が承認 「我々はまた、「Ｇ20海洋プラスチックごみ対策実施枠組」を支持する。」
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●G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合 コミュニケの要点（2023/4/15-16）

＜プラスチック汚染＞

• 2040年までに追加的なプラスチック汚染をゼロにする野心を持って、プラスチック汚染を終わらせる
ことを確約。

• 条約策定に向けた政府間交渉委員会にG7が積極的かつ建設的に参加。野心的かつ包摂的な
枠組みを目指す。

●G7広島サミット 首脳コミュニケ【抜粋】（2023/5/19-21）

＜環境＞

• 我々は、2040年までに追加的なプラスチック汚染をゼロにする野心を持って、プラスチック汚染を終
わらせることにコミットしている。

• これを念頭に、我々は、包括的なライフサイクル・アプローチを踏まえ、我々の行動を継続し、発展
させることを決意する。我々は、政府間交渉委員会（INC）のプロセスを支持し、2024年末まで
にプラスチックのライフサイクル全体をカバーする法的拘束力のある国際文書の作業を完了すること
を目的としたパリでの次回交渉に期待し、野心的な成果を求める。

2040年までに追加的なプラスチック汚染をゼロにする野心に合意（大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの
2050年からの10年前倒し）。

G７結果概要



＜UNEA決議5/14の概要＞（条約に含まれるべき条文の要素等）

◆ 政府間交渉委員会が、海洋環境を含むプラスチック汚染に関する国際的な法的拘束力のある文書（以下「文
書」という）を策定することを決定する。この文書には、拘束力のあるアプローチと自発的なアプローチの両方を含
み（could include）、プラスチックのライフサイクル全体に対処する包括的なアプローチに基づき、とりわけ環
境と開発に関するリオ宣言の原則、各国の状況と能力を考慮し、以下の条項を含むものとする。

➢ 国際約束の目的の特定

➢ 特に、資源効率及びサーキュラーエコノミーのアプローチを通じて、製品設計、環境上適正な廃棄物管理を
通じて、プラスチックの持続可能な生産と消費を促進

➢ 海洋環境におけるプラスチック汚染を減らすための国内外の協調的取組の促進

➢ 国別行動計画の策定、実施、更新

➢ 国際約束の実施状況及び実効性に関する評価

UNEA決議5/14の概要

◆ 2022年3月、 2024 年までに作業を完了させるとの野心をもって、プラスチック汚染に関する法的拘束
力のある国際約束策定に向けた政府間交渉委員会を設立することをUNEA決議5/14で決定。

◆ UNEA決議5/14では、条約に含まれるべき条文等について、以下に言及している。
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INC3
11/13-18
ケニア・ナイロビ

INC4
4/21-30
カナダ・オタワ

INC5
11/25-12/1
韓国・釜山

INC2
5/29-6/2
フランス・パリ

INC1
11/28-12/2
ウルグアイ

ﾌﾟﾝﾀ ﾃﾞﾙ ｴｽﾃ

2024年末まで作業完了予定
交渉議長による

ゼロ・ドラフトの提示

2022年 2023年 2024年
会期間

専門家会合
8/24-28
タイ・バンコク

◆ ゼロ・ドラフトに各国意見を全て反映させる作業。
◆ テキストは膨大になる一方、議論は収斂せず。

＜交渉スケジュール＞
各国等サブミッション提出

（条約に含めるべき要素）

※UNEA決議5/14 リンク

https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/39764/END%20PLASTIC%20POLLUTION%20-%20TOWARDS%20AN%20INTERNATIONAL%20LEGALLY%20BINDING%20INSTRUMENT%20-%20English.pdf?sequence=1&isAllowed=y


プラスチック汚染対策に係る条約交渉：日本のサブミッション内容

供給側（製造側）のみの
偏った規制への牽制。

日本は専門家による議論
を行うことを提案。

１．目標・目的

⚫ プラスチックの循環経済の促進及び環境への排出を抑制していくメカニズムを社会全体で構築する。
⚫ ライフサイクルのすべての段階で、３Ｒ＋Renewable等循環に向けた必要な措置を取る。
（補足） ※措置の例は次頁下（参考）参照。

需要側の意識向上等の変化によって生産側にも変化が生じる。供給側の措置に加えて需要側の変化を促すべき。
定義の調和、製品設計の改善、持続可能性のための技術的ガイドラインを採択すべき。
製造や使用に関わる措置は画一的な一律規制であるべきではない。こうした措置は各国の事情と社会経済的影響を
考慮しなければならない。仮に規制を行う際は、確固たる科学的エビデンスと専門家による議論を通じて審査されるべき。

２．主要義務

◼プラスチック汚染による海洋等の環境及び生物多様性への悪影響を軽減し、あり得べきリスクから人間の健康を守る。
◼健康へのリスクは、科学的知見及びエビデンスの進展に基づき慎重に考慮すべき。
◼プラスチックの社会における重要な役割を認識。
◼追加的汚染をゼロにするという共通目標が必要。80か国以上が共有する「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」は2050年を目
標年としている。目標年については、現在、2040年とすることに多くの支持が集まりつつある。すべての国が共有可能な野
心ある目標を交渉すべき。

３．国別行動計画

⚫ 国別行動計画は国主導の行動を加速させる観点から最も重要。
⚫ 各国は中期・長期戦略を定め、これに目標、行動、関連指標を含める。
⚫ 各国の措置は客観的データとエビデンスによって進捗の可視化を実現する。
⚫ 各国がプラスチックのライフサイクルのフローを可視化することが重要。これにより、各国の状況に応じた対策の優先分野を見

える化する。
⚫ 標準化した定期報告とピアレビューに基づき、透明性のある強固なPDCAメカニズムとする。
⚫ 定期報告により世界全体進捗の確認を行う。

プラスチック条約政府間交渉事務局に含めるべき要素について各国サブミッションの提出が求められ、我が国は、途上国を含む主なプラ
スチック消費国・排出国が参加する実効的・進歩的な枠組みにすべきとの立場で、概要下記の内容で２月13日に提出。
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４．実施方法

⚫ INCのもとに専門家グループの立ち上げを提案。社会経済的観点も含めた分析を行い、提言を定義、基準等の検討に活用。

５．専門家グループによる議論

⚫ 効果的な支援の観点から、条約の目的と義務に照らして「最も必要な (most in need)」支援を対象とすべき。国や地域のニーズ
に基づき廃棄物管理、分別、リサイクル等の最も効果的な措置を支援対象とすべき。

⚫ 支援にはすべてのステークホルダーによる関与が不可欠。既存の公的資金メカニズムと民間セクターの資源の活用も重要。

６．科学的知見

⚫ プラスチック量の実態把握・生物影響・技術イノベーション等の科学的知見の蓄積・評価・更新のための体制の構築が必要。

７．ステークホルダーによる関与

⚫ 幅広いステークホルダーによる汚染の防止、行動の強化に向けた努力を通じた野心的かつ効果的なアプローチが必要。

（参考）措置の例示リスト（一部抜粋）
※各国はすべての段階の措置を具体的なロードマップとともに国別行動計画で約束する。

生産段階 ‒ プラスチック循環のループから外れたプラスチック（使い捨てプラスチック含む）の使用量を削減。
‒ 環境に配慮した持続可能な製品設計を向上。
‒ 代替素材の開発と使用促進 
‒ いわゆる「問題のあるプラスチック（※）」の生産と使用を回避し、代替素材への転換を促進。※回収が困難
でリサイクルできないもの

‒ 生産部門による使用済みプラスチックの回収及びリサイクル

流通・消費段階 ‒ 使い捨てプラスチックの削減
‒ 流通・消費部門による使用済みプラスチックの回収及びリサイクル
‒ 世界的なプラスチック汚染問題と、プラスチック使用における行動変容の重要性についての意識啓発

廃棄物管理・
処理段階

‒ プラスチックの分別、回収及びリサイクルシステムを全国的に確保。
‒ 環境上適正な廃棄物管理を確保するため、リサイクル能力を強化。
‒ 不法投棄・ごみ捨て防止、オープンダンピングの回避、適正な廃棄物処理の実施。
‒ 海洋やその他の環境へ排出されるプラスチックの回収 13



INC-2に向けた加盟国からの意見書 – 中核的義務・管理措置（1/3）



INC-2に向けた加盟国からの意見書 – 中核的義務・管理措置（2/3）
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INC-2に向けた加盟国からの意見書 – 中核的義務・管理措置（3/3）
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（参考）条約ゼロドラフトの全体構成（2023年9月（INC3前）に議長より提示）

ゼロドラフト全体（英語版） https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/43239/ZERODRAFT.pdf

https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/43239/ZERODRAFT.pdf


条約ゼロドラフトの論点

＜条約ゼロドラフトの概要＞ ＊①、②、③は選択肢・オプションを指す。詳細は次ページ以降参照。

（１）1次プラスチックポリマー

①世界共通削減目標、②世界＋各国削減目標、③各国規制（目標なし、各国で削減等）

（２）懸念のある化学物質とポリマー

①世界一律規制（リスト化された化学物質に対する生産・使用の禁止・削減等）

②各国＋世界一律規制（各国で化学物質管理規制＋リスト化された化学物質を含む製品の生
産禁止等）

③各国規制（世界共通基準に基づき各国で規制（使用不許可等））

（３）問題のある回避可能なプラスチック製品

a.短寿命・使い捨てプラスチック製品等

①世界一律規制（リスト化されたプラ製品の生産禁止等）

②各国規制（世界共通基準に基づき各国で規制（対象製品リスト化→削減・不許可等））

b. 意図的に添加するマイクロプラスチック

①世界一律規制（意図的に添加する全マイクロプラの一律禁止（例外リストあり））

②各国規制（世界共通基準に基づき生産、販売、流通、輸出入の削減、不許可）

● 昨年9月にINC議長より提示されたゼロドラフト（条文案）は、一次プラスチックの生産総量規制等、
上流サイドに対する厳格な一律の規制がオプションとして含まれており、仮に本オプションが採用されれ
ば、大量消費国・排出国が参加しづらい、バランスや実効性を欠いた枠組みとなる懸念を含んでいる。

18
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【参考】PartⅡ１．一次プラスチックポリマー
要素 オプション１

（世界で一律規制）
※一律の目標・期限あり

オプション２
（世界で目標設定＋各国規制）
※共通の目標・期限あり

オプション３
（各国規制）
※共通の目標・期限なし

1次プラス

チックポリ
マー（バー
ジンプラス
チック）

本文 1. 締約国は、一次プラスチックポリマー（その原料及び前駆体を含む）の製造による人健康又は環境への悪影響の可能
性を防止し、緩和する。

2．各締約国は、一次プラスチックポリ
マーの生産・供給レベルに関する削
減目標（共通）を設定する。（注１）

2．締約国は、一次プラスチックポリマーの
目標（共通）達成するため、（注２）

各国で国内目標を設定し、生産・供給を管
理・削減する。

2．締約国は、一次プラスチックポリ
マーの
各国で生産・国内供給レベルを管
理・削減するための措置をとる

・各締約国は、市場・価格に基づく措置、生産補助金・その他財政上のインセンティブの撤廃、生産者への規制要件を講じ
るべき

附属書 ・世界的なベースライン、期限及び削
減目標

・世界的なベースライン、期限及び世界目
標

（注１）共通の削減目標：例えば、確立されたベースライン年と比較して生産及び供給を所定の割合で削減し、決められた期間内に達成
するものとして定義される。

（注２）世界目標：例えば、確立されたベースライン年と比較した世界的な生産及び供給の所定のパーセンテージの削減であり、定義さ
れた期間内に達成されるものと定義される。



【参考】懸念のある約３,２００の化学物質（UNEP報告書：Chemicals in Plastics）
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懸念のある化学物質
（chemical of concern）

（※）3,235種類の化学物質とは
• プラスチックに使用された可能性のある13,000の化学
物質がモノマー、添加剤、加工助剤、および意図しない
添加物として特定され、そのうち3,235物質が潜在的
に懸念される化学物質として特定された。

• 2つの包括的なレビュー (Aurisano et al., 2021
年;Wiesinger et al., 2021年)から整理したもの。

• Aurisano et al., 2021
いずれの国で懸念物質とされている1476物質を抽出。

• Wiesinger et al., 2021年
各物質のハザード情報をもとに該当する懸念物質として、
2,486物質を抽出。

• 上記2つの研究から抽出されたCAS番号や化学名が若
干異なっているため、化学物質が若干重複する可能性
を削除した結果、3,235物質が特定された。

潜在的な懸念があり、既存の環境関連条約で対象となっている化学物質の数

モントリオール
議定書

9

水俣条約
19

ストックホルム
条約
96

プラスチックに使用される化
学物質、分析した規制当
局のデータベースに有害性

データがない

プラスチックに使用される化
学物質、入手可能な有害
性データによると懸念は低い

 約3,800（29%）

プラスチックに使用され、
潜在的に懸念される化学物質、

世界的に規制なし
 3,076（24%）

プラスチックに使用される
化学物質、

世界的に規制あり
124（1%）

約6,000
（46%）

◆ UNEPの報告書では、プラスチックには約13,000の化学物質がモノマー、添加剤、加工助剤として意図的に
添加されるか、意図しない形で添加されている一方、モントリオール議定書、水俣条約、ストックホルム条約規
制対象となっている物質は約１％となる124物質に過ぎず、約3,200の化学物質については懸念があるもの
の世界的に規制がない、また、46%となる約6,000物質についてはデータがないとしている。

◆ こうした状況を受けて、新条約に、プラスチックに含まれる懸念のある化学物質に対する規制的措置を含めるべき
との主張が展開され、条約ドラフトにも関連の規定案が含まれている。
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【参考】 PartⅡ 2.懸念のある化学物質／ポリマー
要素 オプション１

（世界で一律規制）
※共通のリスト・基準・期限あり

オプション２
（各国規制＋世界一律規制）
※共通のリストあり、基準・期限なし

オプション３
（各国規制）
※共通の基準あり、期限なし

懸念のある
化学物質
／ポリマー

本文

1.各締約国は、基準（共通）に基づき、

リスト化（共通）された（注１）、化学物
質・群・ポリマーを含むプラポリマー・プ
ラ製品の

・製造段階における使用の不許可及び
排除（期限あり）

・生産・販売・流通・輸出入の不許可及
び排除（期限あり）
に必要な措置をとる

1.締約国は、各国でライフサイクル全

体で安全かつ環境的に配慮した管理
を妨げる可能性（人健康又は再使用・
修理・リサイクルの可能性）のある特
性を有する化学物質・群・ポリマーの
プラポリマー・プラ・プラ製品における
使用・存在の最小化及び排除に必要
な措置をとる
2. リスト化（共通）された、化学物質・

群・ポリマーを含むプラポリマー・プ
ラ・プラ製品（注２）の
・使用・存在の不許可又は規制

1.各締約国は、基準（共通）に基づき、

各国でライフサイクル全体で安全かつ
環境的に配慮した管理を妨げる可能
性（人健康又は再使用・修理・リサイク
ルの可能性）のある特性を有する化学
物質・群・ポリマーのプラ・プラ製品に
おける使用・存在を不許可又は規制に
必要な措置をとる

環境への放出防止・最小化（リサイクル性、安全で環境に配慮した管理を助長
する方法で）。製造者・輸入者から政府への有害情報等（リサイクル性も含む）
の提供、製造者・輸入者による適切な表示・ラベル付与

附属書 ・懸念のある化学物質とポリマーの決
定基準 

・禁止又は制限の対象となる化学物質
とポリマーのリスト及び適用される管理
措置（排除・フェーズアウトの期限含
む）
・情報開示、マーキング、ラベリング要
件

・禁止又は制限の対象となる化学物
質とポリマーのリスト

・情報開示、マーキング、ラベリング要
件

・懸念のある化学物質とポリマーの決
定基準（人健康または環境に悪影響を
及ぼす可能性のある）
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【参考】 PartⅡ 2.懸念のある化学物質／ポリマー

参考１：懸念のある化学物質/ポリマーの潜在的決定基準（INC２の事務局資料）はP９,10参照
参考２：懸念のある化学物質/ポリマーの潜在的リスト（INC２の事務局資料）はP11を参照

（注１）
１．附属書に以下を盛り込むことを想定している。

(i)懸念のある化学物質、化学物質群、ポリマーを決定する基準
(ii)懸念のある特定の化学物質、化学物質群、ポリマー
(iii) 関連する段階的廃止期間を含む、関連する管理措置と可能性のある排除

２．加盟国は、ストックホルム条約やロッテルダム条約など、プラスチックやプラスチック製品の生産に使用される特定の化学物質や
物質が扱われている既存の多国間環境協定（MEAs）を考慮したいと考えるかもしれない。

（注２）プラスチック製品：包装を含め、すべてプラスチックでできているか、プラスチックを含む製品を指す。
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参考： 懸念のある化学物質/ポリマーの潜在的決定基準のイメージ１／２
附属書(UNEP/PP/INC.2/4)
B.潜在的付属文書：懸念のあるポリマーと化学物質のリスト、懸念のあるポリマー
と化学物質を決定する基準、禁止、段階的廃止、削減、管理の可能な時期(2)

(i) 懸念のあるポリマーと化学物質を決定するための潜在的な基準：

a. 環境および/または人の健康に有害な化学物質（以下の性質を持つ化学物質または
化学物質群を含む）：

(a) 発がん性、変異原性、生殖毒性
例：ポリウレタン（PUR）の難燃剤として使用されるリン酸トリス（2-クロロエチル）（TCEP）、
PVCの安定剤として使用される鉛やカドミウムなど

(b) 内分泌かく乱物質
例：DEHP、DBP、BBP、DIBPなど、可塑剤としてよく使用されるフタル酸エステル類など

(c) 上記と同等の懸念がある物質、
例：免疫系、神経系、特定の臓器に影響を及ぼす物質（免疫毒性または神経毒性、
STOT RE）

(d) 残留性、生物蓄積性、環境毒性（PBT）

(e) 非常に残留性かつ非常に生物蓄積性（vPvB）
例：プラスチックの添加剤としての臭素系難燃剤など

(f) 残留性・移動性・毒性物質（PMT）

(g) 非常に残留性で非常に移動しやすい物質（vPvM）
例：プラスチック包装材の汚染物質PFASや、添加剤としての臭素系難燃剤など）。
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【参考】懸念のある化学物質/ポリマーの潜在的決定基準のイメージ２／２

附属書(UNEP/PP/INC.2/4)
B.潜在的付属文書：懸念のあるポリマーと化学物質のリスト、懸念のあるポリマー
と化学物質を決定する基準、禁止、段階的廃止、削減、管理の可能な時期(2)

(i) 懸念のあるポリマーと化学物質を決定するための潜在的な基準：
b. 安全で高品質な副資材のリサイクル性や循環性を阻害、以下を含む：
(a) 容易にリサイクルできないポリマー
(b) 特定の化学物質、化学物質群、ポリマー、ポリマーミックスの使用（再利用リサイクル性を

高めるために製品構成を簡素化し、無害な二次市場を開発）
(c) 臭素系難燃剤
c. 環境中での分解が遅い、または分解されないことによるものを含む、放出のリスク：
(a) オキソ分解性プラスチック製品
(b) 特定の使い捨てプラスチック製品
(c) 意図的に添加されたマイクロプラスチック
d. オゾン層破壊物質および地球温暖化物質
e. 懸念の高いポリマー
f. プラスチック製品からの移行／放出の可能性。



【参考】問題あるプラ製品（規制対象の基準や製品・素材の例示）
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基準 対象製品・素材

「問題ある」の基準
1. 以下のように、製品がそのライフサイクル中に環境、生
物多様性、または人健康に危害を及ぼす可能性があ
ること。

a.マイクロプラスチックに分解されることで、有害な副産物、
排出物、または放出物を排出する可能性があること。

b. 製品及びその副産物等が、環境および生物多様性
が危害を受けやすい環境に流出する可能性、および危
害が発生する可能性。

2. 短寿命又は使い捨てであること、再利用・リサイクルや
堆肥化できないこと、他プラスチックのリサイクルや堆肥
化を妨げること、リサイクル材の品質・安全性に悪影響
を及ぼすことなど、循環的でないこと。

and/or

「回避可能」の基準
1. 製品の使用が必須ではないこと。
2. 製品は、代替可能であるか、耐久性、再利用性、詰
め替え可能性、改修可能性、再利用及びリサイクル能
力を適切に向上させるべく設計改善可能なこと。

◆ 発泡ポリスチレン（EPS）包装

◆ ポリスチレン（PS）包装（EPS、XPS、またはその
他の発泡プラスチック製の飲料容器および飲料用
カップ、調理済み食品容器など）

◆ ポリ塩化ビニル（PVC）包装

◆ ポリ塩化ビニリデン（PVDC）、またはポリ二塩化ビ
ニリデン包装

◆ ポリエチレンテレフタレートグリコール（PETG）包装

◆ オキソ分解性製品

◆ 使い捨ておよび短寿命のプラスチック製品
➢ 風船に取り付けたり支えたりする棒
➢ ストロー（医療用を除く）
➢ 飲料用マドラー
➢ 皿
➢ カトラリー（フォーク、ナイフ、スプーン、箸）
➢ 綿棒（医療用を除く）

◆ タバコフィルター

◆問題がある・回避可能なプラ製品の該当範囲・基準や、具体的な対象製品・素材、規制措置の内
容（フェーズアウト等）についてはいずれも今後の交渉事項であるが、以下のような基準や製品・素材
が交渉の俎上にあがっている状況（いずれもこれが全てではない）。



【参考】規制対象となるマイクロプラスチック利用製品の例示
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◆ マイクロプラスチックは一般的に5mm以下のプラスチック片とされているが、具体的な定義は今後の
交渉事項。また、規制措置の態様（ポジティブリスト方式／ネガティブリスト方式）、レベル（禁止、
段階的削減等）、例外措置／禁止対象のクライテリア、具体的な対象品目の特定は、いずれも
今後の交渉事項。

オプション１
（世界で一律規制）
※共通の例外リストあり

オプション２
（各国規制）
※共通の基準あり

本文 1．各締約国は、例外リスト（共通）を除
き、意図的マイクロプラ含有のプラ・製品
の生産・製造段階での使用・販売・流
通・輸出入を不許可。

1. 各締約国は、基準（共通）に基づき、各国で
意図的マイクロプラ含有のプラ・製品を特定
（注）し、の生産・製造段階での使用・販売・
流通・輸出入の管理・制限・不許可等、必要
な措置をとる。

2．各締約国は、透明性促進のための、オンライン
登録簿により情報共有。

附属書 ・マイクロプラスチックの使用許可リスト（例外
リスト）

・意図的に添加されたマイクロプラ含有のプラ・製品
のリストを国内で決定するための基準

注：事務局作成の交渉資料では、マイクロプラスチック利用製品として、化粧品、洗浄剤／洗剤、肥料、
衛生用品、パーソナルケア製品を例示しており、これら製品を各国が規制対象として特定することが想
定されている。



➢ INC4では、①条約の前文・スコープ・目的・原則、②主要義務規定（一次プラスチックポリマー、懸念のある化学物質・ポリマー、問
題があり回避可能なプラスチック製品、製品設計、拡大生産者責任（EPR）、廃棄物管理等）、③条約の実施手段・措置（資金・
技術支援、国別行動計画等）等の分野毎に複数のグループに分かれて議論。

➢ 交渉の結果、オプションの整理・統合が進んだ分野もあった一方、追加的なオプションの提案がなされ、意見の集約には至らなかっ
た分野もあった。その上で、統合した条文案をINC5における交渉文書とし、2024年末までの作業完了に向けた努力の継続を確認。

➢ また、今年11月のINC5までの会期間に、①プラスチック製品、懸念のある化学物質、製品設計等の基準など主要義務規定、②
資金・技術支援等の実施手段に関して専門的・技術的な作業を進めることが合意され、それぞれについて専門家会合の開催を決定。

➢ 加えて、条約案の法的確認等を行うグループ（リーガル・ドラフティング・グループ）の設置も決定（INC5で作業開始）。

 プラスチック条約：第４回政府間交渉委員会（INC４）結果概要 2024年6月
外務省・環境省・経産省

➢ 2024年4月23日～29日、INC４がカナダ（オタワ）において開催され、第３回政府間交渉委員会（INC3）を受けて
作成された条文案の改定版を基に、条文案（オプション）について整理・統合の議論が行われた。

➢ ※ これまでに2022年11月にINC1（ウルグアイ）、2023年５月にINC2（フランス）、2023年11月にINC３（ケニア）
において交渉会合を実施。

① 条約の目的に明確な年限目標が必要であり、2040年までの追加的汚染をゼロにする野心を盛り込むべきこと

② 条約に基づく各国の包括的な義務として、社会全体でプラスチック資源循環メカニズムを構築し、生産から廃棄物管理に至るまでの

ライフサイクル全体で対応に取り組む規定が必要であること

③ 個々の義務規定はプラスチック汚染を抑制するために効果的な措置であることが必要。世界一律の生産制限ではなく、使い捨てプラス

チックの削減、環境に配慮した製品設計、リユース・リサイクル及び適正な廃棄物管理といった面で野心的に取り組んでいくべきこと

④ 条約の実施に関する支援は、廃棄物管理のための基礎的な社会システムの構築が重要であり、効率的、効果的な措置に重点化し、

真に必要な国に対して持続可能な方法で提供されるべきこと

⑤ 国別行動計画の策定・報告や実施状況の進捗確認のための定期的なレビューが重要であること、等を主張。

また、包括的な義務規定、製品設計、条約の実施に関する支援等について具体的な提案を行うなど、交渉の進展に貢献。

２．日本の主張

１．INC４での議論及び成果

3．今後の予定 会期間会合
8/24～28 バンコク

INC5
11/25～12/1 釜山

外交会議（2025年半ば？）（立候補国：
エクアドル、ルワンダ・ペルー（共催）、セネガル）

2024年末までに
作業完了



（参考）INC4後のテキストの例

テキスト全体：
https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/45858/Compilation_Text.pdf

https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/45858/Compilation_Text.pdf
https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/45858/Compilation_Text.pdf
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